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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１３３　　２０１１年　４　月　　７　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５　
「福祉・防災のまちづくり」へ　日本共産党の訴え　　　　　　　　　　　　　
第一は、いま目の前にある危機をみんなの力で打開すること。　　　　　　　　　ｐ急務となっている避難所での二次災害を防ぐ問題では、燃料、水、食料、医薬品、ケアスタッフを被災者のもとに届けることや、公営住宅・民間住宅の借り上げなどによる安定した避難所の確保、希望者全員が入居できる仮設住宅の速やかな建設が必要です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ福島原発の危機収束の問題では、原発事故の現状について情報の全面開示が必要で、すべてをオープンにしてこそ、世界中の英知を結集できます。　　　　　　　第二は、震災からの復興に、国の総力を挙げて取り組むこと。　　　　　　　　　ｐ生活再建、地域社会の再建がはかられてこそ、はじめて復興といえます。文字通りの国家的プロジェクトとして復興をやり抜く事が必要です。そして復興の財源は、２兆円にのぼる大企業・大資産家減税の中止、米軍への「思いやり予算」の廃止、不要不急の大型公共事業の中止、政党助成金の撤廃などを使う事。さらに２４４兆円もの大企業の内部留保について、大企業に「震災復興国債」を引き受けさせることを提案します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第三は、原子力行政、エネルギー政策の大転換をおこなうこと。　　　　　　　　ｐ日本の原子力政策の最大の問題は「安全神話」です。首相に「安全神話」を一掃し、全国の原発を総点検すること、政府による１４基の原発新増設計画を中止すること、さらに米国の原子力規制委員会のような、独立し強力な権限と体制をもった機関をつくるよう求めました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐドイツでは現在１６％の再生可能エネルギーを２０５０年には８０％まで引き上げることを検討しています。ドイツでできて日本でできない理由はなく、原発依存から抜け出し、自然エネルギーへの戦略的転換をすべきです。　　　　　　　　　第四は、「福祉・防災のまちづくり」へ転換すること。　　　　　　　　　　　　　ｐ『住民の福祉を守る』という自治体の原点と、『災害から住民の命を守る』という自治体の責務、この二つは根っこのところでつながっています。「巨大開発をやめ、福祉と防災に大切な税金を使おう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐ（４月１日の千葉での志位委員長の訴えから）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月２９００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　

珍事　こんな事があるんです。住民の土地を市道に認定
最近、旧桑名市内に民間の方の土地を市道として認定していた事が２か所で分かりました。全国的にも彼方此方であるようです。住民の方は知らずに市道の分も固定資産税を払っていた事になります。特に狭い道を車を通すために発生したようですが、桑名市は、ちゃんと住民に返すべきです。ところが市当局は、法的にはここは市道だと認定されたものは市のもので返却の義務はないと主張しているようです。こんなバカな事がこの世界にはあるようです。そういえば、以前に駅西の区画整理地区で「縄伸び」という事を聞きました。実際に測定すると登記の面積より広いという事です。何となく得したようですが、換地されると本当は減歩ですが同じ面積だと誤魔化されることもあるようです。   用心用心。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（裏面に写真あり）
下記、学習会の講師が決定　奥森 祥陽(おくもり・よしはる)さん
京都府山城北保健所のベテラン生活保護ケースワーカーさんです。

桑名でワンストップサービスを実施（無料）
４月１６日（土）　　桑名市民会館３階の大会議室・会議室
午後１時から学習会　生活保護の基礎と実践、ハローワークの説明

午後２時から相談会　生活保護、雇用･労働問題、多重債務等々

幅広い相談を受け付けます。　　　　　　

主催　生活保護問題対策全国会議・東海生活保護利用支援ネットワーク

共催　桑名市（保健福祉部）　協力　社協、ハローワーク、桑員社保協

４月１６日の講師、奥森 祥陽（おくもり・よしはる）さんの紹介　　

ケースワーカー歴２０年の奥森祥陽さん。以前働いていた福祉事務所では、画期的な支援をし、注目を集めた。それは、『職業開拓』だ。奥森「企業に求人を出して欲しいとお願いに行く。生活保護の利用者で仕事をしたいという方を事業者に紹介するということで、マッチングさせていく。福祉事務所として職業開拓をやるのは、ほかではあまりやってない」通常、ケースワーカーは生活保護受給者の相談にはのっても、職業開拓まではしない。奥森さんらは、自ら地元企業に出向き、仕事を探していた。自ら行動する、凄腕ケースワーカーとまで言われた、奥森さんが思う、今、行政の自立支援に欠けているものとは？奥森「とにかく毎日のように仕事をしなさいと強く言う。それを指導と思ってる人が沢山いるので、それは違うと思う。その人の５年後１０年後の生活を見通して、夢・希望とかそれに向かって階段を上がるように力をつけていくということが結果的には、（脱出する）一番の早道かなと思う」
2010/01/05/  放送（NEWSゆう＋朝日放送系大阪）　「再生へ２０１０増える若者の生活保護」より
１５階建てマンションの建設現場で事故

桑名駅前に、住民の合意も無いままに１５階建てマンションを建設中です。稲沢市の富士不動産が施主で販売元、麦島建設が建設中です。本来なら通行不可能な一方通行の道を、大型車がまかり通り、ついに民家の門柱を壊してしまった。
今朝、家主さんと工事事務所を訪問し、器物損壊で、犯罪であることを訴える。
工事は中止し、ちゃんと補償の交渉をすべきです。単に謝るだけで、もとに戻すよう直しますではすみません。大型車の運転手は、家が邪魔だと言っているそうだ。許しがたい。
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狭い道に入り込む大型車　　　　　　　　壊された門柱　　　　　　  民有地の市道(○印が境界)
桑名市の水の購入実態
以前にこのニュースで桑名の水道水の事を書きましたが、桑名の水道水の大元は地下水と員弁川の伏流水で８４％を占め、１５％を県水といって木曽川の水を三重県から買っています。残りの僅かは多度地区の表流水です。従って、県水には余分な購入のお金がかかります。今年度予算での県水の購入金額を報告します。
旧桑名市  下記二つを足して、合計　２８１,２２６千円（消費税含まず）
(基本料金 契約水量)１９,０００㎥/日X６７０円X１２月＝１５２,７６０千円
(使用量)　３,２９４千㎥/年X３９円＝１２８,４６６千円

旧長島町　下記２水系で、合計　１７６,７３３千円（消費税含まず）
(基本料金 契約水量)  ６,２００㎥/日X６７０円X１２月＝４９,８４８千円
(使用量)　１,９８４．４千㎥/年X３９円＝７７,３９１.６千円
二つを足し、合計　１２７,２３９.６千円（消費税含まず）
更に旧長島は長良川系といって、同じ水を下記のように高く買っています。
(基本料金 契約水量) １,１００㎥/日X２,５６０円X１２月＝３３,７９２千円
(使用量)　  ４０２.６千㎥/年X３９円＝１５,７０１.４千円
二つを足して、合計　４９,４９３.４千円（消費税含まず）　
桑名市の総額は、４５７,９５９千円（消費税含まず）になります。
いずれも使用量は１㎥３９円ですが、契約水量の金額が用水の投資に対する負担金として高く支払われ、桑名市は高い料金を払うことになっています（１㎥当り旧桑名市は８５円、旧長島町は６４円・長良川系は１２３円）。この様なシステムを理解して頂けるでしょうか。

桑名市中央図書館に「しんぶん赤旗」は置けない

全国的に公立の図書館で「しんぶん赤旗」日刊紙が備えられるようになってきました。これには、一般の新聞が大政翼賛的に政府の思いに協力的になって来ている事への警鐘的意味合いもあると考えられます。「しんぶん赤旗」日刊紙には、特に教育と福祉の面で多くの情報を載せています。大学の研究者が右・左を問わず目を通す所以である。この情報提供を自ら否定し、「桑名は桑名」というのだから一体どういう考えがあるのだろうか。真意を問いて行きたい。館長はじめ施設長の努力には敬意を表したい。
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